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労働力の価値法則について

相 ！京 陽

はじめに

従来，同一労働同一貫主の同日lJをめぐって幾多の論争がなされてきたが，方

法論的には，必ずしも杭一的な泊明がなされたとはいいがたい。奥田八二氏は

つぎのようにのべておられる。

「それは，ほとんどすべての論者にとってすでに信仰的ともいえるほどに無

批判にうけいれられているいわば l児女子科目lj悩イ直説』である。つまり，同じ

労相］をしても，男子の労働力の価値は女子のそれよりも高い，なぜなら，通

常男子は家族を扶養し，女子は家計補助的工場でしかないから，と l、うので

ある。この差別価値前からすれば，同一労働同一貫：／，Jt；；ど｛耐直から説明するこ

とができないのはあまりにもさj然である。…・・・（I [1 ii応）・－。同一労働同一

賃金の要求は，価値法九lJの命ずるととろであり，その尖JI↓への努力は実際上

価格法則［こ即した賃金を指山する社会的効きのー｜誌なのである」 （「労働の

価格法則について」社会科学論集第1集 153頁）

氏はここで従来からほとんど「信仰的」！と， 「無批判」にうけいれられてき

た「男女先日iJ価値説Jic対して，疑IIUを担Ll'1され，同時に，同」労働ドJ-fil金

の理論的解IIJ'Jは，価値法日I]から泊l列されねばならないという主本的態度を明ら

かにされている。本T1可もまたこのような基本的JL場に立って， しからば，なぜ

「男女差別価値説Jは心っているか，なぜ同一労働｜己，j.賃金のl京民］は，価値法

則から説明されねばならなしゅ〉を，より詳細に，ブj法論的にt食品してみたいと

思う。「i からの tr坊を IYi らかにするために，使立上， ~Jil 俊雄氏， j出荷尚道氏，

吉村励氏のl升説にしたがって論をすすめることにしたの
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｜児女差別価値説」は，たしかに，多くの論者のうけいれるところとなって

いる。黒川俊雄氏もその代表的な人である。

「もちろん労働力の価値は労働者階級全体の平均として存在するのである

が，労働力の価値法HUが作用するばあいに，資本家に対する労働者聞の競争

をとおして異った種類の労働力の価値がそれぞれの労働者の労働の価格に格

差を生ぜしめる。ところが熟練労働力と不熟練労働力のばあいのように，労

働力の種類と労働の質の相違が一致するばあいもあるが，家族を養っている

労働者の労働力とそうでない労働者の労働力，男子労働刀と女子労働力，成

熟労働力と未成熟労働力，などというばあいのように，労働力の阻類と労働

の質の相進が必ずしも一致しないばあいが多い」 （「「同一労働同一賃金』の原

則と婦人労働問題」三田学会雑誌第48巻第10号43頁）

みられるとおり，氏は労働力の価値を，最初は， 「労働者階級全体の平均J

と規定されるが，つぎには，価値法則の「作用」によって，男女の労働ノJが，

同じ労働をしたとしても，その労働lこは質的な差異があることを l出題にされ

る。すなわち，女子の労働力の価値は，男子のそれよりも低いとされるのであ

る。いわば，労働えjの価値を「労働者階級全体の平均」とする規定から，論理

的段階をとびこして，ただちに，男女労働力の価値差を説明されるのである。

この両者の規定のあいだには，明らかに方法論的に飛躍がある。これでは労働

力の価値を規定するに際して，なぜ「労働者階階級全体の平均」といわれたの

か， 「平均」とはいったいいかなる忠；味なのか，わからなくなってしまう。

われわれは，労働力の価値をもっとも純粋に考察するためには，つぎのよう

な前提をまず考慮に入れなければならない。すなわち，労働力の需要と供給が

完全に一致していること，したがって，労働力の面安と供給から生ずる一切の

影醤iから解放されていることである。また，結局同じことではあるが，労働ノJ

の自由な移動が保障されていること，つまり，局部的lこせよ労働力の而給の不

一致が存在しない乙とである。あるいは，たとえ一時的［こ'fi

したとしても， i武k，冬的には， ic/ii給が一致する条件が与えられていることが，こ
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のti合必要である。労働力の価値は，まずとのような理論的前提のもとで芳察

される。その後において，剰余価値の法見IJ，資本蓄積の一般法則の作用するよ

り具体的な前提のもとで考察がなされるべきである。

まず，第一の前提のもとで考察をすすめよう。このような理論的思定のもと

では，男子労働力も女子労働力も，自然的条件の差異をy}ljとすれば，何の差別

もなく，能｝Jlこ応じてそれぞれ労働しうる地位につく。そこで二は，労働力11dt'j

は市ーであり，抽象労働に差別がないように，労働能力にも差別がなく，男女

別々の労働力市場は成立しない。したがって，このj討作，男子労働力と女子労

働力の差異は問題にならないのであって，いわゆる単純労働力と複雑労働力の

差が問題になるだけである。男女の労働力の差が区別されておらわれるのはの

ちにのべるように，むしろ第二の前提のもとであり，労働力の需給のいわば，

恒常的に不」致した段階である。だが，たとえ現実の現象としてあらわれたと

しても，それは本質を示すものではなく，男女の労働力の価値iこ差があること

を示すものではない。ところで，複雑労働力は，すべて社会的過程をとおし

て，いわゆる特別な修業なり熟練なりをもたない単純労働力に還えされる。い

いかえると，倍加された単純労働力としてあらわれる。ここでいう社会的過程

とほ，とりもなおさず，労働力の自由な移動と生産力のずさ民による単純＇3'1働化

の過程によって与えられるものである。

このような単純労働力の価値は，その再生産に必要な労働者階級全体の平均

費用である。ここで平均という意味は，男女別々のグループに分けて，それぞ

れの平均を考えるのではなく，両者を含めた上での平均である。けだし，さき

の理論的前提にしたがえii，男子グループと女子グループが別々にわかれて，

それぞれの労働力の価値がきまる社会的機構は存在しないからである。したが

って，黒川氏のような見解は，労働力の価値の決定因子（生活費，扶養賀，修

業費など）があらかじめわかっていて，それを男子労働者ク勺レープと女子労働

者者グループとに機械的に適用したというほかはないであろう。あるいは，機

械的適用でないとすれば，引実に存在する男女差別賃金に舷惑されて，それを

労働力の男女差別価値と理解されたことになるであろう。ここには，現象と本

質との出同がある。この,i,',~を明らかにするために，氏のE庁説をいま少し拝聴し
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ょう。

「すでにのべたように，労働力の価値は労働者とその家族に必要な生活手段

の価値によってきまる。それゆえ労働者の妻や娘もその労働力を完るように

なれば，労働力の価値は夫や妻や娘のそれに分割される。それゆえ労働力の

価値は階級全体の平均としては家族に必要な生活手段の価値をより少くしか

ふくまなくなってくる。もちろん，資本主義の発展によって増加する婦人労

働者のなかには，子供や年老いた両親や，またときには，失業したり病気し

たりしている夫をさえ扶養しなければならない者の数が増加してくるであろ

う。けれども家族を養わねばならない者の数は，資本主義のもとでは，後で

のべるような諸条件によって，やはり，男子労働者のほうが婦人労働者より

は依然として多い。それゆえ，平均的には，男子よりも婦人の労働力の価値

のほうが低いことになる。そこで婦人が男子とますます同じ仕事に従事する

ようになっても，資本家は婦人の賃金を男子のそれよりも一般に低く圧し下

げ，婦人労働者相互の競争は，資本家をして家族を扶養する婦人労働者に割

の悪い賃金を圧しつける乙とを可能ならしめる。」 （前掲43～44頁）

みられる通り，前段では，労働力の価値が家族の上に分割される結果とし

て，労働力の価値のうち家族の扶養費部分は， 「階級全体の平均として」減少

するとのべられ，家族の扶養費が男女の差別なく平均的に階級全体に分割され

ると考えられているようにも思われるが，後段では，明らかに，男子と女子の

両グループにわけで，扶養費の分割jを考えておられる。全く前後鐘着している

というほかはない。男子と女子の両グループべつべつに，労働力の価値の分解

部分である扶養費の分割が行われる社会的機構は，はたして存在するであろう

か。否，そのようなものは存在しない。そこには，明らかに，労働力の価値の

分解部分である扶養費と現実の個々の体験から割り出された扶養費の混同がみ
（註）

られる。それと同時に，労働力の価値の「分解」部分である扶養買を「構成」

部分と混同している。

（註）黒）｜｜民は，男女の労働力の価値の差を規定するものとして，男子と同じ労働をして

いても，扶養費のほかに，修業費や欲望水準のちがいをあげておられる。乙れらをみ

てら労働力の価値の分解部分である修業費及び生活費と現実の経験との混同がみら

れる。 （前掲 44～45頁参照）
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まず，労働）Jの甫

与えられている

すでにのべたように， ＇)j’ri11力。ーコイiRH直を規定づるI品一合には，

あるいは，少くとも需給が一致する主：給の一致した段階，

とl二万；：「ljされるj弘子7とし1段階でさえなければならないc 労働力の何胞が家

すなわ1文0)J)JJ合，その後で，いわば，恒常的なえどもそうである。

［本ち，資本詩的の一般法見ljなり，東lj余価値の法t!rJi工りのi'i:i日するより

l .-」
こや〉ような

とA;.:1:'L

しなければならない。黒川氏の l上tliL! J:, 

のF之陪を区川されていな l・＇ところから生ずる。かくして，

出荷のif！：同が生じるく

的な下態について

し」
lさて，氏はよと守二の引働力の価値が p 男子のそれより侭いfff.d・1 2ニLて，

くらべてその数が少いから

労回力の価iiiは，ト仁会的過

会でほ，家肢を扶淫する J王子労働者は，

すでにii片らか［こしナこように，だといわれるc だが，

ワ1女；iiJ々 にさまるの全労働者｜；皆級の平均してきま芯のであって，じて，

ノj人としiTJ矢Cl)iニjに同ーの労働をしていてら，そうだと－~ ;)L!:f, ではない～

が生ずるであ為う。

それは，悩（1むとtiiJの也、作lζitj刊する段j:\Ji からより呉休fl守な段階に上iriJ して，＇＼~

川しなければならない。すなわち，五lj;令 fiiii1宣 O)d_~l)IJ 十

とし、うて賃金差が存在する忠実をどう出附するか，

一段法；j'j心作

泊する段階，いし＇＼かえれ Jま，ジj’働ブJU〕 ~！~）：f\'C!〕不－ :i 士が恒；；；’！fJ に＃五 L，分間力

しく 1tirJIIJ；［されているl閃：いにおいてである。あるいは，相対的

j品別l 人 u の －if在および労伎の力関係ω「［：用するより民体：Y~ な以においてであ

る。相対的過剰人IIのぶ在する条件のもとでは，う士仏t'J」の主主二：ノドi.lf｛ま価値以ド

のi当白な伝

1こ比べて低同時lこ，＇）J'働力の価値も，；－rri拾の一致しているlこ低下するが，

イ投1tJljミ活1J<'-'rc) ii~; 1，をもたらし，什｜てする。けだし，

減少するかろである Uそれによって＇jj'勘右ω生活i＼は，

このような状態Lつもとで存布ずる九」じっ1:iJ会主は，ツ＇i¥1); )J CD ところで，

的）JO）ちがし、にも働ノりとの1去によるものであろうかc もちろん，

也ご

':FiiwJプJの｛阿佐＇t:によるものかど

ザてここで（J.,ヲJ問）JOコ（而（直りえによるもりでらと）が，

除外した上でらなおι在する男女心賃金主が，
うかが問題なのである。この，，.＇： i，について i説明しようご

とずく賃金売は，

一位1tH二，労働力の価値以トー立本主義社会（ζ！正史的に存在するj呂奈IJ人U'.i,
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の低賃金本咋をもたらし，それゆえに，労働者の生活は，広範凶にエ＿（つて，父

や犬の賃金では不足とする状態が生じてくる。そ乙で，それを補うものとして

婦女子の労働力の多くが，家計｛flJHlJ的な性格をもって登以してくる。だが，相

対的過剰人口の圧迫，労働力の移動の不自由，それらにもとずく資本の圧力の

増大は，労働者十日互問の競争を激化する。このような競争が激化している状態

のもとで， u,;1}i王子の労働力の多くは，家計補助的なものとして登場局したにすぎ

ないので，家計補助の役＇ ,ifljがある程度みたされるならば，低賃金に一甘んずる傾

向をもっている。いわば，女子労働力の多くは，男子労働力にくらべて，商品

としてッじるというよりも，それ以前の家計約l功的性格をもって投JJ,1してくるの

である。これが久－子の賃金が男子のそれより低い盟由である。ところが，この

ような状態が，歴史的に一定期間つずくと，男女の差別賃金は，常態とに工り，

慣行となる。このような慣行は，われわれの自には，男女引j々 の労働力市場が

存在するようにうつるのである。だが，この乙とは，男女の聞に労働力の価値

差があることと志味するのではなくて，女子労働力が民いわゆる「労働力とい

う商品」への脱皮に際して，歴史的にゆがめられてきた結果なのである。いい

かえると，女子労働力は，男子のそれにくらべて，価値法則の作用する範囲が

せばめられてきた結果なのである。

男女別々の労働力市場が存在するかの観を呈する慣行の存在や女子労働力の

商品化の遅れは，まずは，生活水）＇ tiこ比して賃金水i年がそれに及ばない乙とに

伺肉する。だが，もっと基本的lこは，過剰人口の存在から生ずる労働力の市給

の不一致や労働力の白白な移動が阻止されていることにもとめなければならな

い。しずこがって，このような条件が，緩和または排除されていく過程では，男

女別々の労働力市場が本来的lこ存在するかのごとき幻惣ち，男久・の間［こ労働力

の価値差があるかのごとき幻想も消えてl,＼くであろう口

ところで，現実には資本と対決する労働組合が存在し，これは労働者！日互問

の競争や失業の緩和の方向にはたらき，現実に存在する過剰人口の圧力をやわ

らげ，労働力の市給不一致の経済的影響を実質的にへらすものである。したが

って，労働運動の発展は，女子労働力の商品化をよりいっそうおしすすめ，価

値法則の作用の箱聞を拡大し，その結果として，男女の賃金売をちじめていく
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であろう。との意味で，同一労働力同一賃金の要求は，価値法flljlζ則った「社

会的運動の一環」なのである。

？とが， 「男女差別価値前｜を信奉される黒川氏！ととっては，同一労働同一賃

金の原則を矛盾なく価値法則から説明できない。 「それゆえ『同一労働同一賃

金』の原氏I］は実際と柔肩するのであって，……社会主義の法則がその進路をき

りひらいてくれるとともに，この原則はもはや実際と柔盾しなくなるj （前掲

43頁）といわれ，現実の現象lこ惑わされて，結）司において，同一労働同一賃金

の原則を社会主義の原則とされ，価値法目I］から説明する乙とを放棄される。し

かし，労働の価格を価値法則から説明されようと試みられる黒川氏の姿勢は基

本的に正しい。それゆえに，氏は司ー労働同一賃金の要求は，舟橋氏のよう
（註）

に，賃金の格差みを問題にしているのではなくて， 「賃金；Js::.tf＼の引上げ」を

も含んでl、ることを指摘されている。この指摘は正しい。このことについて

は，のちに明らかとなるであろう。

（註） 「やはり，労働者は，労働の質と必ずしも一致しない労働力の価値の差異や相対的

過剰人口の圧力の度合の差異などにもとずく賃金の男女差，年令差，あるいは身分差

等々については，いかなる労働者にも標準家族数を養いうるだけの賃金を最低保障す

る乙とをめざしてこれらの賃金差を撤廃して賃金水準を引上げていくという万向で闘

い，その過程で労働の質とその種類が一致する労働力の伺値の差異にもとずく賃金格

差すなわち複雑労働と簡単労働，重労働と軽労働における賃金格差を確立していくべ

きであるJ（「『労働の市l格法則」論の検討］経済評論 1959年2月号139頁）

舟橋尚道氏もまた「男女差別価値説」を無批判に容認されている。だが，こ

の点についての考察はすでに行ったので，再びふれないようにする。乙とで

は，主として，労働力の価値と労働の価格に関連して，いわゆる「労働の価格

法則」の検討をしようと思う。

労働力の価値と労働の価格について，舟橋氏はつぎのようにのべられる。

「労働力の価値規定は，個々の労働者の賃金を直接に決定するものでなく，

労働者階級全体に適用されるものである。そして個々の労働者の賃金（労働

の価格）は，あるいは労働力の価値以下に下り，あるいは労働力の価値以上
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に上る。しかし，このような個々の労働者の賃金は，労働力の使用価値に比

例して，いし1かえれば，労働の価格の法則にもとづいて決定され，労働力の

価値法則は乙のような労働の価格法則を通して貫徹されるのである。」（「賃

金の基礎理論についての覚書」経済学の諸問題 297頁）

みられる通り，氏によれば，労働力の価値法則は，個々の労働者の賃金を

「直接に」決定せず， 「究極的に」規定するのである。そして，個々の労働者

の賃金を「直接に」決定するものは， 「労働の価格法則」なのである。乙の法

則は， 「労働の分量に比例して，あるいは労働力の使用価値に比例して賃金が

支払われるという相対的に独自な法則」 （前掲 302～303頁）であるとのべられ

る。氏が「相対的に独自な法則」といわれる場合，何に対して相対的に独自な

のか必ずしも明確でないが，論理の筋道からすれば，価値法則に対して「相対

的に独自な法則」を意味しているようである。

ところで，氏が「労働の価格法則」を価値法則に対して， 「相対的に独自な

法則」として主張されるにいたった根拠を示そう。その根拠には二つあると考

えられる。

(1) 「資本家が労働力を買うのは，それが一定の労働時間の対象化であるか

らではなく，資本に対して一定の使用価値をもっているからである。だか

ら資本家は種々の労働力の再生産に必要な労働時間がどうであろうと（す

なわち労働力の価値がどうであろうと），同じ価値をうむ労働力を同じ価

格で買う」 （前掲 296頁）

(2) 「ところで他の商品の場合は，使用価値はそれぞれ主観的に慾志的にし

か評価されないから，そ乙にはなんらの通約性もない。しかし労働力の場

合には，その使用価値は一様な価値をうむのであり，したがって使用価値

自体が価値をうむ能力として評価可能なものになる。そこには労働力の使

用価値を評価することのできる客観的条件ができているといってよいので

ある。かくして，賃金は労働力の価値ではなく使用価値一一価値を生む能

力一一－／こ比例して決定されることになる」 （同上 297頁）

この両者は互いに関連しあって，いわゆる「労働の価格法則」を「法則」と

して正当化しようとするものであるが，前者は「男女差別価値説」を前提とし
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ているために，この「差別伯値1」が誤っているとすれば， 一日寺的， i邑然的な

ものを法見ljと規定せざるを得なし、ことになり，後者は，との法則の「相対的独

自性」を示すに台、なあまり，同一労働同一賃会の原則を賃金の格差論からのみ

説明する誤りをおかすととになる。

資木主義社会では，労働力の価値は労働の価格としてしか現象せず，労働の

f日li格は労働力の価値がとる必然的な形態である。との両者の関係は， J克象と本

質の｜可｛系をなしている。したがって，労働の他栴（賃金）は，価値法則lこ規制i

されるわけだが，すでにのべたように， fH守氏は「究極的にはJ賃金は価値Jl:

FIi]によって規定されても， 「由民lこは」 「労働の価格法目iJ」によって規定さ

れ，この法則の独自性を主張されるご氏はこの「労働のf1lli絡法員I］」が，まず与

慢されるべき段階lごついて，イ＼完全ながら，つぎのようにのべておられる。

「しかし ζのような法HIJはあくまで一般的な£味においてであり，つねに貫

徹すると考えるべきではないであろう c なぜなら資本家は， 「できるfゴけ僅

かの貨幣で出来るだけ多：のJ:f働を利ょうと欲する。だから，彼が実践的に

I Ill心をもつのは労働刀の価格とその機能によって創造される帆位との聞の差

額のみJi；－てからであり，労働えjの使用同値の発引をなるべくただとりしよう

とするからである。」 （前掲303頁）

ここからわかるように，氏のいわれるところは必ずしも明確ではないが，乙

の労働の価格注目！の存在宅E純粋に考察するためには，剰余価値の法則の具体的

lと作用する段階よりも，より抽象的な段階を考えておられるととはたしかであ

る。だが，氏が労聞の価格f:t~JJ を， 「相対的に独白な法則」と主張される限

り，価値法)'!IJの純粋に作用する理論的前提と同じ前提のもとで考察されなけれ

'.::fならないであろっ。

さて，氏がこの法則心相対的な独自性をごト張するにいたった，第一の根拠の

牧討に入7，ろ。すなわち，資本家は， 「）J働力の価値がどうあろうと，同じ価

十九をうむ労働力を同じ価格で買うjという命題が，引働力の；記拾が一致し，労

働力のヨ由な！琴引が完全に保障されている段階で，あるいは，少くとも需給の

一致する条件の与えられてレる段階で，はたして法則としての11t白性をたもち

うるであろうか。これが問題である。
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労働力の需給が最終的には一致し労働力の自由な移動が与えられていれば，

第一節でのべたように，労働者は自己の能力と労働の種類の得手，不得手を他

と比較しながら，自由に職業を選択する。その結果，各人の労働の価格は，

労働力の価値に基本的に一致する。けだし，労働力は完全に自由な移動が与

えられており，需給も最終的には一致しうるとすれば，それが与えられていな

い現実のJ易合に生ずる，労働の種類の得手，不得手からくる能力の差異は除去

され，さらに，生産力の発達は，労働の単純化をともない，それにつれて，ま

すます何人の熟練の差異はせばまり，同ーの価値をもっ労働力は，同ーの能力

をもつようになるからである。かくして，子l本的lこは，労働の価格の差異は，

労働力の価値の差異，すなわち，単純労働力と複雑労働力の差異にもとずくの

である。だが，このようなj易合でも，労働の価格と労働力の価値の不一致は，

短期的，一時的に存在するであろう。しかし，このような不一致の事態をとら

えて， 「労働力の価値がどうあろうとも，同じ価値をうむ労働力を同じ価格で

買う」という例証として挙げることは自由にできても，それは，おそらく氏の

いわれる意味で、の法則の存在を例証することにはならない筈である。なるほ

ど，乙のほかに，労働力の需要と供給の変動から生ずる労働の価格と労働力の

価値の絶えざる不一致は存在しうるであろう。ここから，需給の変動によって

変動する需給法則なり，価格法見ljなりの存在を主張することはできるであろ

う。だが，乙れは，労働力に限らず，一般商品についても存在する法則であっ

て，とりたてて， 「相対的に独自な法則」と主張する必要もない。なぜなら，

このような法則の存在は，だれしも認めているからである。そうだとすれば，

舟橋氏は「男女差別価値説」を「信仰」される乙とによって，そ乙から，独自

な法則の例証をもとめる以外にない。

「もし同一労働・同一賃金の原則が労働力の価値法則に依拠したものである

ならば，男女同一労働同一賃金の要求は，全く根拠を失ってしまう乙とにな

る。なぜならば，資本主義社会においては，女子の労働力の価値は，男子の

労働力の価値にくらべて，低下するからである。」 （前掲 317頁）

みられる通り，氏は「男女差別価値説」を信奉されることによってはじめ

て，価値法則の純粋に作用するもとでも， 「労働の価格法則」の独自性を主張
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されうるのであるコしかし， 「：l'.l女先別価値説」はすでにのべ7こように誤って

いるのである。かくして， ［労働の価格法則」の独自性を主張する第一の根拠

は，崩壊するのである。

つぎに，第二の根拠を検討しよう。

「しかし，労働力の局舎には，その使用怖値lトーHzな価値をうむのであり，

したがって使用価値白体が価値をうむ能力として評価阿世なものとなる。そ

こには労働力の使用価値を評価することのできる客観的条件ができていると

いってよいのである。かくして，賃金ば，労働力の価値ではなく使用仙値

一 価値をうむ）J世 Jこ比例して決定されることになる」 （前掲 297頁）

「労働の何格法則iの相対的独自性を主張するに際して，氏が労働力の価値

による賃金の決定機梢のほかに，相対的に独自な賃金決定機栴を考案されよう

とされたととは，想、像［とかたくない。また， 「労働の価格法員l]Jの法則として

の相対的独自性を主張するためには，労働力の価値以外のものによる賃金の決

定機構を明らかにする義務が生ずる。ところで，氏がこのような義務をはっき

りと立識されたかどうかはともかくとして，相対的lと独自の賃金決定段構を，

労働力の使用価値によって説明しようとされている。だ、が，使用価値によって

賃金の決定機構を説明しようとすれば，当然の乙ととして，その客間的評価の

可権性が問題になる。そこで，氏は説明される。労働力の場合には，一般商品

と異って「その使用価値は一様な価値をうむのであり，したがって使用価値目体

が価値をうむ能力として評価可能なものになる。そこには，労働力の使用価値

を評価する乙とのできる客観的条件ができているといってよいのであるjと。

それでは，労働力の使用価値を客観的に評価しうる条件とは，具体的には，

どんなことであろうか。舟橋氏はつぎのように泊明される。

「資本家は，買入れた労働力が普通の平均程度の緊張と社会的に慣行的な強

度で支出され，労働者が労働しないで時間が浪費されないように細心の監視

を行う。いいかえれば，労働力の使用が充分に発現されるととに心をくぽ

る。そして賃金（直接的な買入価格）は，使用価値の発現の度合lこ応じて支

払われる。たとえぽ時間賃令の場合，賃金は労働時間の長短IC応じて増減さ

れるし，遅刻した時には罰金制度が適用されて賃金がさしひかれ，また個数
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賃金の場合，労働者がよく働いて（使用価値が充分に発揮されて），生産物

の個数が増加した時は，賃金はふえるし，その逆の時は賃金はへる。総じて

賃金の支払形態は，労働力の使用価値の発現の度合を評価する仕組みを含ん

でいるといってよい。」 （前掲 300頁）

乙こからつぎのことがわかるであろう。 「資本家は，買入れた労働力が普通

の平均程度の緊張と社会的に慣行的な強度で支出され，労働者が労働しないで

時間が浪費されないように細心の監督を行う。」その結果， 「使用価値は一様

な価値をうむ」条件がづくり出されると考えておられるようである。乙のよう

な条件が与えられると，つぎには， 「一様な価値をうむ」使用価値を客観的に

評価する基準が必要になってくる。氏はこれを賃金の支払形態にもとめられ

る。すなわち， 「総じて賃金の支払形態、は労働力の使用価値の発現の度合を評

価する仕組みを含んでいるといってよい」と。このようにして，舟橋氏は労働

力の使用価値による独自の賃金定機構が説明されたとされるのである。すなわ

ち， 「かくして一般的には賃金は，労働力の使用価値一一価値をうむ力能一一ー

に比例して決定されることになるのである」と。

だが，以上のことだけでは，一応は賃金の独自の決定機構を説明した乙とに

なるかも知れないが，厳密にいえば，賃金のどのような決定機構を説明したの

かは明らかではない。つまり，労働力の使用価値が，賃金の額そのものを決定

するというのか，それとも，賃金の格差だけを決定するというのか，必ずしも

明確ではない。もし，労働力の使用価値が，賃金の額そのものを決定するとい

われるならば，いし1かえれば，労働力の使用価値は，賃金の支払形態が，時間

賃金であれ，個数賃金であれ，いずれにしても，その単位あたりの賃金額（賃

率）の高さを決定するといわれるならば，乙のかぎりで，吉村励氏のいわれる

「賃金＝労働の価格と労働力の価値とは，ボエーム・パヴエノレクとマノレクスと

に完全に切断された」 （「賃金問題におけるー論点」経済評論 1957年2月号93頁）

という批難は妥当することになろう。だが，舟橋氏は賃金は労働力の使用価値

に「比例して」決定されるといわれていることから，労働力の使用価値が，賃

金の額そのものを決定するとはいわれないと思う。そうだとすると，労働力の

使用価値は，賃金の格差そのものを決定するといわれていることになろう。乙
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の点について，岸本英太郎氏は，舟橋氏の見解を解説されて，つぎのようにい

われる。

「賃金の格差は，労働者階級各層の資本にたいする抵抗力の相違という社会

的政治的要因を度外視して経済理論的に考察すれば，それは労働力の価値の

相違と労働力の使用価値の相違とによって規定されるのである。ただ労働力

の価値は賃金そのものを規定する乙とによって賃金の格差を規定するが，労

働力の使用価値は賃金の格差を規定するだけで賃金そのものを規定するので

はないのである。」 （「賃金論考」経済評論 1958年11月号132頁）

だが，労働力の使用価値が，賃金の格差のみを決定するという乙とlこなれ

ば，それによっては，賃金の独自の決定機構を説明した乙とにならないし，し

たがって， 「労働の価格法則」の相対的独自性を説明する根拠は，うすれてく

るという矛盾におちいる。だが，乙のととはともかくとして，舟橋氏は同一労

働同一賃金の要求が存在する事実から， 「労働の価格法則」の独自性を確認さ

れようとされる。すなわち， 「いうまでもなく労働の価格を支配する法員！Jは，

搾取法則に支配される乙とによって，それが現実l乙貫徹するのをはばまれてい

る。だから乙そ同一労働同一賃金についての労働者階級の斗争が長期間にわた

って行われているととは，この原則が現実に矛盾しているからではなしかえ

ってとの原則が現実的根拠をもっているからだ」 （「賃金の基礎理論についての覚

書J304頁）とのべられる。いわば，同一労働同一賃金の原則は，労働の価格法

則lと依拠するのだと説明される。と乙ろで，さきにのベナこように，労働の価格

法則は，賃金の格差のみを規定するのであるから，この法則によって，同一労

働同一賃金の要求がなされるとすれば，その要求は，賃上げを前提せず，単l乙

賃金の格差のみを問題にするだけに終るであろう。乙の要求は単に格差のみの

問題でなく，相対的過剰人口の圧力のもとで，価値以下に引下げられた賃金額

の引上げ要求をも含んだものである。したがって，氏のような見解は，結局に

おいて，きわめて実践的な要求から生れた同一労働同一賃金の原則を説明する

には不充分であるし，また誤っている。同一労働同一賃金の原則は，すでにの

べたように，価値法則から説明されるべきであって，それによってはじめて，

乙の実践的な要求！と理論的な支柱を与えることになるのである。
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最後に， 「男女差別価値説」の誤りが明らかであるとすれば，舟橋氏が黒川

氏の批判（こ答えてつぎのようにいわれるとき， 「労働の価格法則」とは，結局

において，誰も石疋しない需要と供給の変動を現象的に説明する労働力につい

ての需給法HIJ，ないしは価格法則をさしていることになる。そうだとすれば，

乙とさらに， 「労働の価格法日lj」の独自性を主張する松拠はなくなってしまう

といってよい。氏のつきの章句は，乙のことを裏書するものであろう。

「したがって黒川氏がいわれるように労働力の何値は，つねに根本的な力と

して作用するものだということを決して否定するものではない。ただいいた

い乙とは，このような似本的なあるいはー般的な法長｜］は，作用範囲の限定さ

れた労働の価格法HIJ，労働（力）の市場価絡の法Jlljなどのいわば呪象的法fl!J

(1ほ化形態における法見JJ)を煤介にして貫徹するものだということなのであ

る。」 （「労働の価格法見！HJ］論J経済評論 1959年5月号117頁）

つずいて，吉村助氏の所説について検討しよう。氏もまたさきの品川，九焔

l山j氏についで，第三の「男友先別価値記4」の信奉者である。だが，この点はさ

ておき，おず氏のいわれると ζろを聞こう。氏は具体的な賃金問題をJ尚一るに

当つては，一般的抽象的な労働）Jの価値規定では不充分だとのべられ，つぎの

ようにい4つれる。

「けだし一般的抽象的な立｜床における労働力は，常lこ何らかの具体的有用労

働在進行する具体的な労働力という形態で存在し，氏原氏も指摘されるよう

に l具体的には特殊な職業のある等級の労働力として存在し，同じ職業又は

類似の職業は，労働市山 般の規定を交けながら，－fo月！J(l,r;Jの労働rliJ討を杉

成している』と考えられるからである。肢も抽象的・ J般的規定における労

働ノりの価値（針働ノリの社会的再生注目の平均値）は， ζのような具体的有用

労働（その対象化したものとしての使用価値）の質によって区別される幾多

の労働力訴の’万’働力の価値の平均値にすぎない。そして具体的有用労働（そ

の対象化したものとしての使用価値）によって区分される労働 ）J群におい

て，同一群（もしくは序列）に同する労働力の他i値は同一である」（「賃金問
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題におけるー論点J経済評論 1957年2月号90頁）

みられるとおり，氏の特徴は「具体的有用労働の質によって区分される労働

力群において，同一群l乙属する労働力の価値は同一である」という規定！こあら

われている。ところで，乙のような見併を検討するにさき立ち，まずわれわれ

が考えておかなければならないことは，いかなる角度から労働力の価値を問題

にしているかということである。との点については， 「けだし一般的1111象的な

；志i床における労働力は，常l乙何らかの具体的な労働力という形態で存在し，云

々」といわれていることから，吉村氏ば，労働力の価値を本質と形態との関係、

で問題lこされたように忠われる。そこで，このような氏の基本的態度を尊重し

て，木質とJI:,態との関係で0'.、下の議論ぞ竪現してみよう。

氏は独自の労働力の価値を規定するに先だち，氏l泉氏を引用して， 「同じ職

業父は類似の職菜は，労働市場一般の規定を受けながら，一応見lj悩の労働Wi坊

を形成」するとのべられる。すなわ lち，＇） j’働市場一般と「同じ］融業又は類似の

職業」ごとに成立する労働市場との二つの市場についてのべられる。だが，さ

きの約束lこしたがって，との二つの労働市場を，抽象的な労働市場と具体的な

労働市場と解するのが，吉村氏lこもっとも忠実であろう。だが，もっとも抽象

的な労働力の価値が，とのような具体的な労働市場lこ存在する労働力の価値の

「平均値にすぎない」といわれるとき，具体的な労働市場に与在する労働力の

価値が，どのように平均化されて，もっとも抽象的な労働力の価値になるのか

は，一向にあきらかでない。このように，両者の関係が不明確なまま，吉村氏

は［具体的有肘労働によって区分される労働力群において，同一群iこ属する労

働力の価値は同一である」という命題を立てられる。

ところで，労働市山一般あるいはもっとも抽象的な労働力の価値と，具体的

な労働市場やその市場で巧えられる労働力の価値との相互関係については，こ

れ以上問わないとしても，この命題からつぎのような疑問が生ずる。第ーに，

ζのような労働力群ごとのd-f場，いいかえると， 「同じ職業又は類似の職業」

ごとに成立する労働市場が，どういう立味で成立するのか，たとえぽ，一般尚

品の市場とくらべてどうなのか，ということである。だが， この点、について

は，吉村氏は全然ふれておられないので，ここでは一応除外することにする。
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第二に，とのような労働1WJ:J,；の成立は，どのような理論的段階において考えら

れているかということである。つまり，労働力の自li］な移動が与えられてい

て，労働力の需給の一致している段階，あるいは，少くとも需給の一致する条

件が15＿えられている段階なのか，それとも，いわば恒常的l乙需給が不一致の段

階なのか，ということである。けだし，この／＼が明確にならなければ，たとえ

そのような労働市場が存在し，そ乙で労働力の価値がきまるといっても，乙の

命題を論証することにならないからである。だが，吉村氏は，こω命題につい

て，具体的につぎのように説明しておられる。

「たとえばある旋盤熟練lが失業して，道路清掃労働者になったj品合，｛皮の

労働力の価値は，』E提熟練工としてではなしに，彼が新た！と参加した労働力

iffの遂行する具体的有用労働（辺路清掃〉の質によって規定された労働力の

価値飢定にしたがうのである。すなわちここでは，似がu:r株工として就業す

るJ弘合に必要であった訓練・育成費も，熟練労働者ーとして成長するに裂した
ウムコステン

訓練・習熟賀も，社会的には空費と化し，特殊な訓練・？7熟・育成買を望

せぬ，道路清掃という単純なりJ働を遂行するための単純労働力の価値規定に

従属するのである」 （前掲 90頁）

みられるとおり，氏は労働力の価値の低い瓦への平忠化の例をあげておられ

る。と乙ろで，ここからわかることは，さきの命題が労働）JのILi山な移動が

保障され，労働）Jの需給の一致している段階，また，少くとも最終的［こは，記

給が一致する条件，そのいずれの条件のもとでも考えられていないととは明ら

かである。なぜならば，このような理論的前担のもとでは，；；§然的，一時的な

ことを川とすれば，失業して旋椛工が掃除夫になるような状態はありえないか

らである。このような状態が，いわば恒常的なものとしておこりうるのは，労

働力の補給の不一致の段階，いいかえると，相対的過剰人し！の存在すより現実

的な政晴であろう c すなわち，吉村氏独自の「価値論」は，このよっな需給不

一致の段階を前J)Jしているように忠われる。だが，そのことによって，氏のJilli

値論は正しいとはいえない。そこには， JI命と現実，本質と引象の削同があ

る。このような混同は，労働力の価値の考察段階をはっきり区別しなかったと

ころから生じたのである。なお，もう少し検討してみよう。
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需給の一致が最終的lこ与えられているところでも，生産）Jの急、激な変化がお

こり，そのため，旋盤工は社会的に不要となり，大量に失業して，そのうちあ

るものは，消掃夫になる場合があるであろう。その場合には，たしかに，旋盤

工の育成費は：kl：会的空費となるであろう。しかし， ζ ういう状態は，前述の理

論的前提のもとでは，あくまでも一時的，経過的なものであり，いかに資本主

義が無政府生産の社会であっても，また，労働力が特殊な商品であろうとも，

需給の諸変動を通じて終局において調整されるのであるから，正常な状態とは

認めがたい。最終的にでもせよ，ともかく需給が一致する段階で考えた場合，

吉村氏の例は，労働力の価値変動の特殊な説明になっても，一般的な説明には

ならないであろう。

つぎに，恒常的に需給の不一致の段潜で考えてみよう。とこで，さらに賃金

は労働力の価値に一致するいう前提をもうけるならば，氏の例はたしかに，労

働力の価値の「変容」を説明することができる。だが，需給の不一致の段階

で，労働力の価値と賃金が今致するという前提は全く矛盾しており，両者は全

く相いれないものである。そうだとすれば，この例は，たかだか，賃金の変動

を説明するだけであって，労働力の価値の「変容」を説明したことにはならな

いc この同じ氏の！以理は，男女の労働力についても応用される。

「ある種の労働が婦人・児童によって，成年男子と同じ龍率において遂行さ

れると，その労働を行う労働力Il＋の労働力の価値は，婦人・児童のそれにち

がずき，成年男子の労働力の価値規定における家族扶養分はいうまでもな
ツムコステゾ

く，それまでの育成費さえも，社会的には竺費となるのである。」 （前掲

90頁～91頁）

みられるように，男女が同じ労働をしている場合，氏によれば，男子の5引動

力の価値ば，価値の低い女子の労働力のノケへ平準化されるととかれる。とこで

は，さきに指摘した誤りのほかに，これも第一節でのべた「男女差別価値説」

の誤りが追加される。 「男女差別価値説」についてはすでにのべたので，ここ

では指摘するにとどめる。さて，吉村氏の価値論によれば，男女が同じ労働を

する場合には，男子の賃金は女子の低い水準に低下するのはふせぎえないとい

う結論となるであろう。そうだとすると，きわめて夫践的な要求である同一労
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働同一賃金の原則は，男女iζ関する限り，男子労働者の賃金が女子労働者のよ

り低い賃金水準に平準化することによってのみ達成されるという奇妙な結論に

達するであろう。乙のような結論からは，同一労働同一賃金の原則が，賃金の

格差のみでなく，同時に，賃金水準の引上げをも含んでいるという積極的な主

張はでてこないであろう。乙のような誤った結論に到達したのは，考察の理論

的段階を区別しなかった乙とにもよるが，さらに，本質と現象との尚聞にも

よっている。

氏は乙の独自の価値規定を名ずけて「同一労働力・同一賃金の法則Jといわ

れる。ここにわれわれは，本質と現象との混同をみるのである。すなわち，賃

金は労働力の価値の現象形態として，いいかえれば，労働の価格としてしかあ

らわれないにも拘らず，本質の問題としての労働力の価値とをどっちゃまぜに

して，しかもそれを法則とよばれるのである。ついでにいえば，同一労働同

一賃金の原則は，法則ではなく，社会的運動の一環として発生した，きわめて

実践的な労働者階級の要求原則である。しかし，その要求原則は，価値法則に

したがったものであり，資本主義社会で実現しうる原則であるというだけであ

る。




